
（別紙） 

諮問番号：令和７年度諮問第24号 

答申番号：令和７年度答申第23号 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

    本件審査請求については、棄却されるべきである。 

 

第２ 審理関係人の主張の要旨 

  １  審査請求人（以下「請求人」という。）の主張の要旨 

   請求人は、生活保護法（以下「法」という。）に基づく保護（以下「保護」

という。）に係る保護費に過払いの事実がないこと及び同事実の内容について

請求人に対する通知がないことから、原処分（生活保護変更処分）は違法又は

不当であると主張しているものと解される。 

 ２ 処分庁の主張の要旨 

  原処分は、関係法令に基づき適正に行われたものであるから、違法又は不当

な点はない。 

 

第３ 審理員意見書の要旨 

 １ 原処分は、法令等の規定に従い、適正になされたものであるから、違法又は

不当な点は認められない。 

 ２ 処分庁は、請求人が令和６年７月18日から入院していることを同年８月14日

に把握したため、請求人世帯の「生活保護法による保護の基準」（以下「保護

基準」という。）により測定した要保護者の需要（以下「最低生活費」という。）

について、同月１日からの生活扶助の算定に係る費用を基準生活費から入院患

者日用品費（以下「日用品費」という。）に変更し、その結果、同月分保護費

が５万8,110円に減額となった。そのため、既に支給済みであった同月分保護

費10万8,310円に５万200円の過支給「以下「本件過支給」という。」が生じる

こととなった。そして、処分庁は、本件過支給について請求人の申出により同

年９月から令和７年１月までの５か月に分けて、本件過支給を５分割した月１

万40円（以下「本件返納金」という。）を収入認定しているから、原処分は適



正に行われていることが認められる。加えて、原処分に係る通知書には「保護

費過払いによる返納金収入認定による」と変更の理由が明記されていることが

認められる。したがって、原処分に違法又は不当な点はない。 

 ３ 以上のとおり、原処分は、適法かつ正当に行われており、また、請求人の主

張は理由がないから、本件審査請求は、棄却されるべきである。 

 

第４ 調査審議の経過 

令和７年10月15日付けで審査庁である北海道知事から行政不服審査法第43

条第１項の規定に基づく諮問を受け、同月22日の審査会において、調査審議し

た。 

 

第５ 審査会の判断の理由 

保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力その他あらゆるも

のを、その最低限度の生活の維持のために活用することを要件として行われる

ものとされている（法第４条第１項）。 

また、保護は、最低生活費を基とし、そのうち、その者の金銭又は物品で満

たすことのできない不足分を補う程度において行うものとされ（法第８条第１

項）、保護に係る厚生労働大臣が定める基準は、要保護者の年齢別、性別、世

帯構成別、所在地域別その他保護の種類に応じて必要な事情を考慮した最低限

度の生活の需要を満たすに十分なものであって、かつ、これを超えないもので

なければならないとされている（同条第２項）。これにより、厚生労働大臣は

保護基準を定めている。 

さらに、保護の変更に係る事務等は、地方自治法における法定受託事務とさ

れており、厚生労働大臣は、当該法定受託事務を処理するに当たりよるべき基

準（以下「処理基準」という。）を定めている。 

保護基準及び処理基準によれば、病院に１か月以上入院する者については、

日用品費を算定することとされ、その基準額は２万3,110円以内の額と定めら

れている。また、病院において給食を受ける入院患者については、日用品費が

計上される期間に限り基準生活費は算定しないこととされているが、特例加算

は算定するものとされており、その額は世帯人員一人につき月額1,000円とさ

れている。 

なお、保護受給中の者が月の中途で入院し、日用品費を算定する場合は、保



護の開始された日に入院しているとき等を除き、入院日の属する月の翌月の初

日から日用品費を計上することとされている。 

そして、最低生活費又は収入充当額の認定を変更すべき事由が事後において

明らかとなった場合は、当該事由に基づき扶助費支給額の変更決定を行えば生

ずることとなる返納額（確認月からその前々月までの分に限る。）を、次回支

給月以後の収入充当額として計上して差し支えないこととされている。 

そこで本件についてみると、処分庁は、当初、令和６年８月保護費として、

保護基準に基づき適正に算定された最低生活費「10万8,310円」（基準生活費

「７万3,310円」、住宅費「３万4,000円」及び特例加算「1,000円」）を支給し

ていたことが認められる。 

その後、処分庁は、請求人が同年７月18日から１か月を超えて入院すること

を把握したことから、職権により同年８月分保護費を変更したことが認められ

る。保護基準及び処理基準によれば、病院に１か月以上入院する者については、

基準生活費は算定せずに日用品費を算定することとされており、上記基準生活

費「７万3,310円」が日用品費「２万3,110円」に置き換わることによって、本

件過支給が生じたことが認められる。 

そして、処分庁は、同年９月分保護費について、保護基準及び処理基準に基

づき算定された最低生活費「５万8,110円」（日用品費「２万3,110円」、住宅

費「３万4,000円」及び特例加算「1,000円」の合計額）から、請求人の申出に

基づき、収入認定による収入充当額「１万40円」（本件返納金）を差し引いた

「４万8,070円」と算定し、原処分を行っていることが認められる。 

上記一連の保護費の算定は、保護基準及び処理基準に基づき適正に行われて

いると認められることから、原処分に違法又は不当な点はない。 

この点、請求人は、保護費過払いの事実がないこと及び同事実の内容につい

て請求人に対する通知がないことから、原処分は違法又は不当であると主張し

ているものと解される。しかしながら、上記のとおり保護費過払いは事実とし

て認められ、加えて、処分庁は、原処分に係る通知書等により、当該事実を請

求人に対して伝えていることから、請求人の主張は採用できない。 

よって、原処分に違法又は不当な点は認められない。 

以上のとおり、原処分にはこれを取り消すべき違法又は不当な点は認められ

ず、審理員の審理手続についても、適正なものと認められるから、本件審査請

求は棄却されるべきであるとした審査庁の判断について、前記第１のとおり、



これを是認するものである。 

なお、原処分に係る通知書には「保護費過払いによる返納金収入認定による」

と変更の理由が記載されているものの、今後、処分庁においては保護の変更の

理由を被保護者に一層明確に伝えられるように記載することが望まれること

を付言する。 
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